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総 合 司 会
	 湯山 孝弘
（憲法問題検討協議会委員長）

コーディネーター
	 礒山 　海
	 白木 敦士

パネリスト
	 鈴木 成公
	 吉田 秀平
	 大学生・大学院生
	 　（留学生を含む）

政府は、平成 26 年 7月1日、「国の存立を全うし、国民を守るための
切れ目のない安全保障法制の整備について」と題する閣議決定を行い
ました。これは、従前憲法上行使できないとされてきた集団的自衛権の
行使を容認することを、いっときの政府が憲法解釈の変更によって認め
ようとするものであるとして国民的議論を巻き起こしました。そこで、将
来の日本と世界を担う若者の声を聞くことが重要と考え、大学生や大学
院生（留学生を含む）を交えて、若手弁護士（憲法問題検討協議会委員）
との間で憲法９条と集団的自衛権を討論するシンポジウムの場を企画し
ました。議論を明確にするために具体的事例を用意して討論の題材と
する予定です。是非ご参加ください。

◦◦事前申込不要・入場無料◦◦

若 手 弁 護 士 と
学 生 と の 討 論 から

上柳 敏郎
（日弁連憲法問題対策本部事務局長）

阪田 雅裕
（元内閣法制局長官）

東京メトロ霞ヶ関駅（B1-b出口）徒歩1分　ＪＲ山手線有楽町駅徒歩15分

講 師 　

平成26年11月19日水 
午後6時～8時

第一東京弁護士会講堂
東京都千代田区霞が関１－１－３（弁護士会館12階）

（開場 午後5時30分）

主 催●第一東京弁護士会　共 催●日本弁護士連合会・東京弁護士会・第二東京弁護士会　問合せ先●03（3595）8583  第一東京弁護士会 人権法制課



国　際　連　合　憲　章

第一条

国際連合の目的は、次のとおりである。

１　国際の平和及び安全を維持すること。そのた

めに、平和に対する脅威の防止及び除去と侵略

行為その他の平和の破壊の鎮圧とのため有効な

集団的措置をとること並びに平和を破壊するに

至る虞のある国際的の紛争又は事態の調整又は

解決を平和的手段によつて且つ正義及び国際法

の原則に従つて実現すること。

２　人民の同権及び自決の原則の尊重に基礎をお

く諸国間の友好関係を発展させること並びに世

界平和を強化するために他の適当な措置をとる

こと。

３　経済的、社会的、文化的又は人道的性質を有

する国際問題を解決することについて、並びに

人種、性、言語又は宗教による差別なくすべて

の者のために人権及び基本的自由を尊重するよ

うに助長奨励することについて、国際協力を達

成すること。

４　これらの共通の目的の達成に当つて諸国の行

動を調和するための中心となること。

第二条（一部抜粋）

この機構及びその加盟国は、第一条に掲げる目

的を達成するに当つては、次の原則に従つて行動

しなければならない。

３　すべての加盟国は、その国際紛争を平和的手

段によつて国際の平和及び安全並びに正義を危

くしないように解決しなければならない。

４　すべての加盟国は、その国際関係において、

武力による威嚇又は武力の行使を、いかなる国

の領土保全又は政治的独立に対するものも、ま

た、国際連合の目的と両立しない他のいかなる

方法によるものも慎まなければならない。

第五十一条

この憲章のいかなる規定も、国際連合加盟国に

対して武力攻撃が発生した場合には、安全保障理

事会が国際の平和及び安全の維持に必要な措置を

とるまでの間、個別的又は集団的自衛の固有の権

利を害するものではない。この自衛権の行使に当

つて加盟国がとつた措置は、直ちに安全保障理事

会に報告しなければならない。また、この措置は、

安全保障理事会が国際の平和及び安全の維持又は

回復のために必要と認める行動をいつでもとるこ

の憲章に基く権能及び責任に対しては、いかなる

影響も及ぼすものではない。

日　本　国　憲　法

前文

日本国民は、正当に選挙された国会における代

表者を通じて行動し、われらとわれらの子孫のた

めに、諸国民との協和による成果と、わが国全土

にわたつて自由のもたらす恵沢を確保し、政府の

行為によつて再び戦争の惨禍が起ることのないや

うにすることを決意し、ここに主権が国民に存す

ることを宣言し、この憲法を確定する。そもそも

国政は、国民の厳粛な信託によるものであつて、

その権威は国民に由来し、その権力は国民の代表

者がこれを行使し、その福利は国民がこれを享受

する。これは人類普遍の原理であり、この憲法は、

かかる原理に基くものである。われらは、これに

反する一切の憲法、法令及び詔勅を排除する。

日本国民は、恒久の平和を念願し、人間相互の

関係を支配する崇高な理想を深く自覚するのであ

つて、平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼し

て、われらの安全と生存を保持しようと決意した。

われらは、平和を維持し、専制と隷従、圧迫と偏

狭を地上から永遠に除去しようと努めてゐる国際

社会において、名誉ある地位を占めたいと思ふ。

われらは、全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏

から免かれ、平和のうちに生存する権利を有する

ことを確認する。

われらは、いづれの国家も、自国のことのみに

専念して他国を無視してはならないのであつて、

政治道徳の法則は、普遍的なものであり、この法

則に従ふことは、自国の主権を維持し、他国と対

等関係に立たうとする各国の責務であると信ずる。

日本国民は、国家の名誉にかけ、全力をあげて

この崇高な理想と目的を達成することを誓ふ。

第九条

１　日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平

和を誠実に希求し、国権の発動たる戦争と、武

力による威嚇又は武力の行使は、国際紛争を解

決する手段としては、永久にこれを放棄する。

２　前項の目的を達するため、陸海空軍その他の

戦力は、これを保持しない。国の交戦権は、こ

れを認めない。


